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愛知県経済環境適応資金融資制度要綱運用要領 

 愛知県経済環境適応資金融資制度要綱（以下「要綱」という。）については、下記により運

用するものとする。 

記 

（サポート資金） 

第１ 経営あんしん 

(1)  倒産事業者の認定 

ア 要綱第８第１項第１号イ(ｲ)の規定に基づき認定する倒産事業者は、負債金額（金

融機関からの借入額を除く。）がおおむね 1,000 万円以上あり、かつ県内の関連中

小企業者の経営に重大な影響を及ぼすおそれがあるものであること。 

   ただし、上記以外の倒産事業者であっても当該事業者の倒産が地域経済に著しい

影響を及ぼすものと認められる場合には、弾力的に運用するものとする。 

イ 認定の有効期間は、認定の日から 1 年とする。 

   (2) 認定手続 

ア 倒産事業者の認定は、主として㈱帝国データバンク名古屋支店発行の「帝国ニュ

ース」に基づき、愛知県信用保証協会（以下「協会」という。）が行うこと。 

  ただし、「帝国ニュース」以外のもの（例えば新聞情報等）により確認できる場合

は、その事実により認定すること。 

イ 「帝国ニュース」は、通常倒産事業者の負債総額（金融機関からの借入額を含む。）

を掲げているので、具体的に認定するに当たっては、負債総額が 1,000 万円以上の倒

産事業者を前項に該当する倒産事業者とみなして認定を行うこと。 

(3) 取引額の意味 

要綱第８第１項第１号イ(ｲ)に規定する「取引額」とは、売上高（役務の提供による

営業収益を含む。）又は、商品仕入高のいずれかとし、原則として最近における 6 か月

間又は 12 か月間の実績によるものとする。 

  (4) 報告又は通知 

     協会は、毎月の認定した倒産事業者を翌月 5 日までに様式第３により県に報告する

とともに、取扱金融機関に通知すること。 

 ２ セーフティネット（セーフティネット保証（5 号）にかかる期中支援） 

中小企業信用保険法（昭和 25 年法律 264 号。以下「保険法」という。）第 2 条第 5 項

第 5 号に規定する特定中小企業者が、協会から保証承諾を受けた場合、取扱金融機関は

半年に一度、協会に対して所定の業況報告書を提出するものとする。ただし、申込中小



 

企業者に対する保証金額が 1,250 万円以下であるとき又は保証期間が 1 年以内であると

き及び平成 30 年 4 月 1 日以降に保証申込の受付がされたものはこの限りでない。なお、

取扱金融機関が業況報告書を提出しなかった場合は、当該案件にかかる代位弁済請求を

行う時に、その理由を記載した書面を協会へ提出するものとする。 

 ３ 条件変更改善 

(1) 要綱第８第１項第１号エにおいて、中小企業者から計画の実行及び進捗の報告を受

けた金融機関は、次のとおり対応するものとする。 

ア 取扱金融機関は当該中小企業者から、四半期に 1 回、計画の実行状況の報告を受

けるものとする。 

イ 取扱金融機関は認定経営革新等支援機関と連携し、当該中小企業者に対し、計画

の策定支援や経営支援を行うものとする。 

ウ 取扱金融機関は、原則として年 1 回当該中小企業者の事業年度毎に、協会に対し、

同中小企業者の計画の実行状況とともに、取扱金融機関、認定経営革新等支援機関

の経営支援状況を報告しなければならない。なお、取扱金融機関が報告しなかった

場合は、当該案件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を記載した書面を提出す

るものとする。 

エ 取扱金融機関は当該中小企業者の実行状況を踏まえ、認定経営革新等支援機関と

連携し、必要に応じて、同中小企業者に対し、計画の修正に係る指導・助言や追加

的な経営支援を行うものとする。 

(2) 要綱第１７第１項第５号に規定する「事業計画書」とは、次に掲げる内容を満たす

もの又は含むものとする。 

ア 計画を策定した日の属する事業年度の翌事業年度から３事業年度を最短の期間と

し、原則として同５事業年度を最長の期間とすること。 

イ 申込人の経営に係る現況・課題と課題を踏まえた改善策を記載すること。 

ウ 計画期間中の各事業年度の収支計画及び計画終了時の定量目標並びにその達成に

向けた具体的な行動計画を記載すること。 

 ４ 短期 

要綱第８第１項第１号オにおいて、取扱金融機関は、決算書等により流動比率（（流動

資産÷流動負債）×100）又は当座比率（（当座資産÷流動負債）×100）が 100％以下で

あることについて確認するものとする。個人事業主又は決算期を迎えていない法人等、

流動比率又は当座比率を算出することができない者については確認を要しないが、いず

れの場合も協会に対し様式第４を提出するものとする。 

５ 大規模危機対応 

(1) 保険法第 2 条第 6 項に規定する特例中小企業者が、協会から保証承諾を受けた場合、

取扱金融機関は当該融資が完済となるまでモニタリングを行い、半年に一度協会に対

しその内容を報告するものとする。ただし、同項の経済産業大臣が認める日から 1 年



 

以内の期間（同項に定める信用の収縮の状況を勘案し、経済産業大臣が 1 年を限り当

該期間を延長したときは、その延長した期間を含む。以下「危機指定期間」という。）

中であるとき、又は保証期間が 1 年以内であるときはこの限りでない。なお、取扱金

融機関がモニタリング内容の報告を行わなかった場合は、当該案件にかかる代位弁済

請求を行う時に、その理由を記載した書面を協会へ提出するものとする。 

(2) 取扱金融機関は、危機指定期間内に貸付実行するものとする。 

６ 伴走支援 

取扱金融機関は、本資金を利用する場合、国が定める伴走支援型特別保証制度要綱に

沿ってモニタリングを行う必要がある。なお、取扱金融機関がモニタリング内容の報告

を行わなかった場合は、当該案件にかかる代位弁済請求を行う時に、その理由を記載し

た書面を協会へ提出するものとする。 

７ 新型コロナ借換 

(1) 要綱第８第１項第１号クにおいて、中小企業者から計画の実行及び進捗の報告を受

けた金融機関は、次のとおり対応するものとする。 

ア 取扱金融機関は当該中小企業者から、四半期に 1 回、計画の実行状況の報告を受

けるものとし、当該中小企業者に対し、計画の策定支援や経営支援を行うものとす

る。 

イ 取扱金融機関は、原則として年 1 回当該中小企業者の事業年度毎に、協会に対し、

同中小企業者の計画の実行状況とともに、取扱金融機関の経営支援状況を報告しな

ければならない。なお、取扱金融機関が報告しなかった場合は、当該案件に係る代

位弁済請求を行う時にその理由を記載した書面を提出するものとする。 

ウ 取扱金融機関は当該中小企業者の実行状況を踏まえ、必要に応じて、同中小企業

者に対し、計画の修正に係る指導・助言や追加的な経営支援を行うものとする。 

(2) 要綱第１７第１項第９号に規定する「事業計画書」とは、次に掲げる内容を満たす

もの又は含むものとする。 

ア 原則として計画を策定した日の属する事業年度の翌事業年度から５事業年度を最

長の期間とし、同３事業年度と当初据置期間の終了日の属する事業年度のうち、い

ずれか長い方を最短の期間とすること。 

イ 申込人の経営に係る現況・課題と課題を踏まえた改善策を記載すること。 

ウ 計画期間中の各事業年度の収支計画及び計画終了時の定量目標並びにその達成に

向けた具体的な行動計画を記載すること。 

８ サポート資金に係る納税要件 

要綱第８第１項第４号アにおける「税の早期完納が見込まれること」とは、法的手段

等により、事業税等調査対象税目に係る税額の納税が猶予されている状態をいう。 

なお、「係争中」のものは「税の滞納」に該当し、同要件は充足しない。 

９ セーフティネット保証（４号）に係るモニタリング 



 

申込中小企業者が、保険法第２条第５項第４号（新型コロナウイルス感染症に係るも

のに限る。）の特定中小企業者であって、信用保証協会から保証承諾を受けた場合、取扱

金融機関は協会が定めるモニタリングを行うものとする。ただし、令和４年９月 30 日以

前に保証申込の受付がされたものは除く。 

（災害対応資金） 

第２ 災害対応資金 

要綱第９条第１項第１号ア及び同号イに規定する融資については、被災証明書等に記載

のある災害発生日から半年以内に協会が申込を受付する必要がある。ただし、当該災害に

係る保険法第２条第５項第４号の指定期間内または災害関係保証の適用期限内は申込を受

付することを可能とする。 

（パワーアップ資金） 

第３  （貿易振興・海外展開） 

(1) 要綱第１０第２項第１号ア(ｱ)に規定する「輸出品の製造、加工、集荷又は輸入に必

要な運転資金」とは次のいずれかに該当するものであること。 

ア 輸出資金 

    (ｱ) 輸出業務を行う卸売業者及び輸出品製造業者が輸出品の集荷に必要な資金 

  (ｲ) 輸出業務を行う卸売業者及び輸出品製造業者が外国からの注文を受け、又は貿

易商社から注文を受けた輸出品の製造若しくは加工に必要とする資金 

(ｳ) 輸出業務を行う卸売業者及び輸出品製造業者が見込生産をするために必要な資

金 

イ 輸入資金 

 (ｱ) 信用状開設の際必要とする資金 

    (ｲ) 輸入担保荷物の貸渡しに必要とする補償金 

    (ｳ) 一覧払輸入手形の決済資金 

    (ｴ) ユーザンス手形の決済資金 

    (ｵ) 輸入荷物代金決済に必要とする資金（送金ベース含む。） 

    (ｶ) 製造業者が卸売業者を通じて原材料を輸入するために必要とする資金 

(2) 要綱第１０第２項第１号ア(ｲ)に規定する「海外展開に必要な事業上の設備資金及

び運転資金」とは次のいずれかに該当するものであること。 

ア 外国における支店、工場等の設置又は拡張に係る事業資金 

イ 出資割合が 10％以上となる場合（100％出資の子会社の出資と合算して 10％以上

となる場合を含む。）における外国法人の発行に係る株式又は出資の持分の取得資

金 

ウ 出資割合が 10％以上である外国法人（100％出資の子会社の出資と合算して 10％

以上であるものを含む。）の発行に係る証券等（株式、出資の持分、社債又は利札）

の取得又はこれらの外国法人に対する金銭の貸付資金 



 

エ 海外直接投資の事業実施に必要な従業員教育資金 

オ 海外直接投資の事業実施に必要な調査資金 

カ 海外への販路拡大に係る見本市、商談会への参加資金 

キ 直接輸出入に係る事業資金 

ク 海外向け新製品の開発等、その他海外展開に係る事業資金（前アからキに該当す

る事業を除く。） 

(3) 要綱第１７第１項第 10 号アに規定する「別に定める計画書」とは、次のとおりとす

る。 

ア 第２第１項第 1 号に該当する場合 （様式第６の１） 

イ 前号アに該当する場合 （様式第６の２） 

ウ 前号イに該当する場合 （様式第６の３） 

エ 前号ウに該当する場合 （様式第６の３） 

    うち、金銭の貸付に該当する場合 （様式第６の４） 

オ 前号エ及びオに該当する場合 （様式第６の５） 

カ 前号カ、キ及びクに該当する場合 （様式第６の６） 

２ （カーボンニュートラル） 

 要綱第１０第１項第１号オに規定する「別に例示した環境負荷低減設備」とは、次のと

おりとし、主に別表１に例示した設備等をいう。 

   ア 省エネルギー又は新エネルギーを促進するための設備 

   イ 廃棄物、排水、副産物及び容器包装等のリサイクルを促進するための設備 

   ウ 廃棄物又は排水の量を減少させ、環境負荷の低減を図る設備 

   エ 環境負荷低減型設備（エコ商品）を製造する設備 

３ （商店街） 

要綱第１０第１項第１号カに規定する「指定を受けている中小企業者又は別に定める

中小企業者」とは、次のいずれかに該当するものであること。なお、指定を受けている

とは、過去に指定を受けたことがある場合も含むものとする。 

(1) 指定を受けている商店街振興組合、事業協同組合（以下「指定組合等」という。）又

は指定組合等に所属する組合員である中小企業者 

(2) 指定を受けている商工会・商工会議所（以下「指定商工会等」という。）に所属する

会員のうち、小売業・サービス業を営む中小企業者 

(3) 指定を受けているまちづくり会社である中小企業者 

４ （補助金つなぎ） 

(1) 要綱第１０第１項第１号ケに規定する「独立行政法人等」とは、特殊法人又は公益

法人等の公的な機関を含む。 

(2) 取扱金融機関は、補助金の振込先金融機関（店舗）に限定する。 

(3) 補助金が融資期間内に交付される場合、取扱金融機関は、補助金の交付を確認のう



 

え、直ちに当該中小企業者に対し、繰上償還の措置を講じることとする。なお、補助

金が分割交付される場合で、かつ、補助金交付額が融資金額を下回る場合は、補助金

交付額を繰上償還額とする。 

(4) 融資実行後に補助金の交付決定が取り消された場合、当該中小企業者は、取扱金融

機関に直ちにその旨を報告しなければならない。また、報告を受けた取扱金融機関は、

速やかに繰上償還の措置を講じることとする。 

５ 認定手続等 

 （商店街）様式第１０は、商業流通課に提出すること。なお、指定組合等の組合員又は 

指定商工会等の会員が融資申込みする場合においては、事前に当該指定組合等又は当該

指定商工会等からその組合員又は会員である旨の証明を受けていること。この組合員又

は会員である旨の証明は、組合員又は会員である旨を確認できる書類（組合員名簿等）

の添付により代えることができるものとする。 

６ 報告 

取扱金融機関は、パワーアップ資金において、以下の各号に該当する融資について、

保証無し融資を行った場合、様式第２１により、中小企業金融課へ報告を行うこと。な

お、各様式内で見積書等の添付を要しているものについても、報告においてこれらの書

類の添付は不要とする。 

(1)  （貿易振興・海外展開） 

ア 要綱第１０第２項第１号ア(ｱ)の融資を行った場合。なお、計画書（様式第６の１）

を添付すること。 

イ 要綱第１０第２項第１号ア(ｲ)の融資を行った場合。なお、事業内容に応じた計画

書（様式第６の２から様式第６の６）を添付すること。 

   (2) （経営革新計画）の融資を行った場合。 

   (3) （あいち女性輝きカンパニー）の融資を行った場合。 

   (4) （カーボンニュートラル）の融資を行った場合。 

      なお、計画書（様式第８）を添付すること。 

   (5) （商店街）の融資を行った場合。 

  (6) （健康経営）の融資を行った場合。 

(7)  （補助金つなぎ）の融資を行った場合。 

      なお、計画書（様式第１３）を添付すること。 

(8)  （地域未来投資）の融資を行った場合。 

(9) （設備投資促進枠）の融資を行った場合。 

      なお、計画書（様式第１５）を添付すること。 

(10) （クラウドファンディング活用促進枠）の融資を行った場合。 

      なお、別に定める計画書を添付すること。 

（創業等支援資金） 



 

第４  要綱第１１第１項第１号ア(ｱ)、(ｳ)及び(ｵ)並びにウ(ｱ)、(ｳ)及び(ｵ)に規定する「事

業を営んでいない個人」とは、融資申込日に事業を営んでいないものをいい、法人の代

表者である者を除く。 

２   要綱第１１第１項第１号ア（ｳ）、(ｴ)及び(ｵ)並びにウ(ｵ)に規定する「事業を開始した

日」とは、会社の場合会社を設立した日をいい、個人の場合売上げが発生した日をいう。  

３  要綱第１７第１項第 11 号ア及びウに規定する「別に定める創業資金等が確認できる

書類」とは、次に掲げるものとする。ただし、要綱第１１第１項第１号ア(ｳ)及び(ｴ)に

該当する場合は、状況に応じて(1)から(5)の書類の添付を省略することができる。 

(1) 創業資金を証する書面 

(2) 借入金にあっては次のもの 

ア  借入金の残高が分かるもの 

イ  返済金額の分かるもの 

ウ  借入の始期及び終期の分かるもの 

(3) 住民票、免許証等現住所を明示するものの写し 

(4) 3 年度分の所得証明書又は 3 年度分の課税証明書 

(5) 不動産を所有しているときは、不動産登記簿謄本又は固定資産税評価証明書 

(6) 会社が申込人のときは、商業登記簿謄本及び定款の写し 

(7)  個人が申込人のときは、開業届出書の写し等の開業年月日が確認できる資料 

４  創業・再挑戦計画書は、要綱第１１第１項第１号ア(ｳ)及び(ｴ)に該当する場合、状況

に応じて添付を省略することができる。 

５ 要綱第１１第２項第３号に規定する「県の行うスタートアップ支援事業による支援を

受けた者」とは、スタートアップ推進課が承認した者とする。 

６ 取扱金融機関は、本資金の経営者保証免除を利用する場合において、国が定めるスタ

ートアップ創出促進保証制度要綱に沿って報告を行う必要がある。 

(1) 金融機関は、創業者に対して、融資実行後、創業者が会社を設立して原則 3 年目及

び 5 年目に、中小企業活性化協議会によるガバナンス体制の整備に関するチェックを

受けるよう促し、創業チェックを受けるよう促し、創業者より「ガバナンス体制の整

備に関するチェックシート」（以下「ガバナンスチェックシート」という。）の提出を

受けるものとする。 

(2) 金融機関は、創業者がガバナンス体制の整備に関するチェックを受けた月の翌月

以降に到来する 4 月又は 10 月のいずれか早い月に、ガバナンスチェックシートの写

しを協会に提出するものとする。なお、金融機関が提出しなかった場合は、当該案件

に係る代位弁済請求を行う時にその理由を記載した書面を協会に提出するものとする。 

 

（再生・事業承継支援資金） 

第５ 要綱第１２第１項第１号ア(ｱ)及び(ｲ)に規定する「別に定める計画」とは、次のいず



 

れかに該当するものとする。 

(1) 独立行政法人中小企業基盤整備機構の指導又は助言を受けて作成された事業再生

の計画 

(2) 産業競争力強化法（平成 25 年法律 98 号。以下「法」という。）第 134 条に規定す

る認定支援機関（株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法（平成 23 年法律第 113

号）第 59 条第 1 項に規定する産業復興相談センターを含む。）の指導又は助言を受

けて作成された事業再生の計画 

(3) 法第 2 条第 21 項に規定する特定認証紛争解決手続に従って作成された事業再生計

画 

(4) 株式会社整理回収機構が策定を支援した再生計画 

(5) 株式会社地域経済活性化支援機構法（平成 21 年法律第 63 号）に基づき設置されて

いる株式会社地域経済活性化支援機構が再生支援決定を行った事業再生計画 

(6) 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に基づき設置されている株式会社東

日本大震災事業者再生支援機構が支援決定を行った事業再生計画 

(7) 私的整理に関するガイドラインに基づき成立した再建計画 

(8) 自然災害による被災者の債務整理に関するガイドラインに基づき作成された計画

であって、特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成 11 年法律

第 158 号）に基づく調停における調書（同法第 17 条第 1 項の調停条項によるものを

除く。）又は同法第 20 条に規定する決定において特定されたもの 

(9) 中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づき成立した事業再生計画 

(10) 独立行政法人中小企業基盤整備機構が法第 140 条に規定する出資業務により出資

を行った投資事業有限責任組合が策定を支援した再建計画 

(11) 経営サポート会議（信用保証協会や債権者たる金融機関等の関係者が一堂に会し、

中小企業者ごとに経営支援の方向性、内容等を検討する場）による検討に基づき作成

又は決定された事業再生の計画 

(12) 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 31 条第 2 項に規定する認定

経営革新等支援機関が経営改善計画策定支援事業によって策定を支援した事業再生

の計画 

２ 要綱第１２第１項第１号ア(ｲ)において、中小企業者から計画の実行及び進捗の報告

を受けた金融機関は、次のとおり対応するものとする。 

(1) 取扱金融機関は貸し付けを行った中小企業者（本項において「中小企業者」という。）

から、四半期に１回、計画の実行状況の報告を受けるものとする。 

(2) 取扱金融機関は、事業再生計画の作成支援を行った機関等と連携して、中小企業者

に対して、事業再生計画のフォローアップを通じ、経営支援を行うものとする。 

(3) 取扱金融機関は、原則として 3 年間にわたり年 1 回中小企業者の事業年度毎に、

協会に対し、中小企業者の計画の実行状況とともに、取扱金融機関自らの経営支援状



 

況を報告しなければならない。なお、取扱金融機関が報告しなかった場合は、当該案

件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を記載した書面を提出するものとする。 

(4) 取扱金融機関は中小企業者の実行状況を踏まえ、事業再生計画の作成支援を行っ

た機関等と連携し、必要に応じて、中小企業者に対し、計画の修正に係る指導・助言

や追加的な経営支援を行うものとする。 

３ 要綱第１２第１項第１号イ(ｴ)に規定する「別に定める申込人資格要件」とは、次の(1)

又は(2)に該当し、かつ、(3)に該当するものとする。 

 (1) 協会の保証申込受付日から 3 年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有する

法人。 

 (2) 令和 2 年 1 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までに事業承継を実施した法人であっ

て、事業承継日から 3 年を経過していないもの。 

 (3) 財務要件は、次のアからエまでに定める全ての要件を満たすものとする。なお、ア

からウまでについては、協会への申込日の直前の決算によるものとし、エについては、

協会への申込時に満たしていることを要するものとする。 

   ア 資産超過であること 

     イ  EBITDA 有利子負債倍率（（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費））

が 15 倍以内であること 

   ウ 法人・個人の分離がなされていること 

   エ 返済緩和している借入金がないこと 

４ 要綱第１７第１項第 12 号アに規定する「事業再生計画」とは、次に掲げる内容を満た

すもの又は含むものとする。 

(1) 債権者間の合意がとれていること。 

(2) 申込人の経営に係る現況・課題と課題を踏まえた改善策を記載すること。 

(3) 計画期間中の各事業年度の収支計画及び計画終了時の定量目標並びにその達成に

向けた具体的な行動計画を記載すること。 

５ 要綱第１２第１項第１号イ（事業承継）(ｳ)において、中小企業における経営の承継の

円滑化に関する法律（平成 20 年法律第 33 号）第 12 条第 1 項に基づく知事の認定を受

けている中小企業者の代表者を融資対象とする場合は、原則として、申込者の既往取引

金融機関のうち、取引期間が長い、貸付残高が多い、保証債務残高が多い、融資に留ま

らず経営に係る相談その他の経営支援を頻繁に実施している等の理由から、一定の信頼

関係を構築しているものとして申込者が認識する金融機関を申込みの受付機関とする。 

６ 要綱第１４第３項に規定する手続において、構成機関等からの証明を受けた様式第２

０は、名古屋商工会議所に提出すること。 

７ 取扱金融機関は、要綱第１２第１項第１号イ（事業承継）に該当する融資を行った場

合、様式第２１により、中小企業金融課へ報告を行うこと（ただし、保証付き融資は除

く）。なお、計画書（様式第１８又は第１９）を添付すること。 



 

（新型コロナウイルス感染症対応資金） 

第６ 取扱金融機関は、据置期間が 1 年を超える場合、据置期間中モニタリングを行い、半

年に一度、信用保証協会に対し、その内容を報告するものとする。ただし、報告につい

て、令和 2 年 12 月 31 日までは当該報告を猶予することができる。なお、取扱金融機関

がモニタリング内容の報告を行わなかった場合は、当該案件に係る代位弁済請求を行う

時にその理由を記載した書面を提出するものとする。 

（新型コロナウイルス感染症対策緊急小口つなぎ資金） 

第７ 保険法第 2 条第 6 項に規定する特例中小企業者が、協会から保証承諾を受けた場合、

取扱金融機関は当該融資が完済となるまでモニタリングを行い、半年に一度協会に対し

その内容を報告するものとする。ただし、同項の経済産業大臣が認める日から 1 年以内

の期間（同項に定める信用の収縮の状況を勘案し、経済産業大臣が 1 年を限り当該期間

を延長したときは、その延長した期間を含む。）中であるとき、又は保証期間が 1 年以内

であるときはこの限りでない。なお、取扱金融機関がモニタリング内容の報告を行わな

かった場合は、当該案件にかかる代位弁済請求を行う時に、その理由を記載した書面を

協会へ提出するものとする。 

（申込みの受付期間） 

第８ 各資金の申込みについては、要綱第１５で定める受付期間内に協会が申込みを受付す

ることを要する。    

附  則 

  この要領は、平成 13 年 4 月 1 日から実施する。 

  なお、平成 12 年 4 月 1 日付け 12 中金第 92 号の愛知県経済環境適応資金融資制度要綱運

用要領は廃止する。 

    附  則 

  この要領は、平成 13 年 9 月 20 日から実施する。 

    附  則 

 この要領は、平成 14 年 4 月 1 日から実施する。 

    附  則 

 この要領は、平成 14 年 6 月 17 日から実施する。 

    附  則 

 この要領は、平成 15 年 4 月 1 日から実施する。 

    附  則 

 この要領は、平成 15 年 5 月 9 日から実施する。 

附  則 

 この要領は、平成 15 年 10 月 14 日から実施する。 

附  則 

 この要領は、平成 16 年 4 月 1 日から実施する。 



 

    附 則 

 この要領は、平成 17 年 4 月１日から実施する。 

    附 則 

 この要領は、平成 17 年 4 月１3 日から実施する。 

    附 則 

 この要領は、平成 18 年 6 月 7 日から実施し、平成 17 年 8 月 16 日から適用する。 

  附  則 

この要領は、平成 18 年 10 月 16 日から実施する。   

    附 則 

 この要領は、平成 19 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 19 年 12 月 17 日から実施する。 

   附 則 

 この要領は、平成 20 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 20 年 10 月 31 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 21 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 22 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 23 年 3 月 17 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 23 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 24 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 25 年 1 月 4 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 25 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 25 年 9 月 20 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 26 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 27 年 4 月 1 日から実施する。 



 

附 則 

 この要領は、平成 27 年 8 月 3 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 28 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 28 年 7 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 29 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 29 年 10 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 30 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、平成 31 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 2 年 3 月 9 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 2 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 2 年 5 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 2 年 5 月 18 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 3 年 1 月 1 日から実施する。 

附 則 

この要領は、令和 3 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

この要領は、令和 3 年 8 月 2 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 3 年 11 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 4 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 4 年 4 月 4 日から実施し、令和 4 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和 4 年 10 月 3 日から実施し、改正後の第４第３項第３号の規定は、令和 4



 

年 8 月 31 日から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和 5 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則 

 この要領は、令和 5 年 9 月 1 日から実施する。 

 


